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1．はじめに
　これまで筆者ら［1］は，「知識の連鎖」に焦点を当てたマネジメント・コンセプトとして「ナ
レッジチェーン・マネジメント」（Knowledge　Chain　Management；以下「KCM」）を提示し，
その研究を行ってきた。KCMは，これまでKMにおいて個別企業ごとに行われてきたメンバー
の自働化による知識共有を，サプライチェーンあるいはデマンドチェーン全体での知識共有へと
拡張した概念であり，ITの積極的活用による人間の知的・創造的活動の支援を通して，エンパ
ワーメントとコラボレーションの実現をめざすものである。
さらにKMからKCMへの知識共有の拡張の過程で，　ITの活用とメンバーの学習が重要な役
割を果たすことに注目し，eラーニングの方法論をKCMに活かすものとして，「e・ナレッジチェー
ン・マネジメント」（e－Knowledge　Chain　Management；以下「e－KCM」）のマネジメント・
コンセプトを提示している［1］。e－KCMは，　KCMにおける知識共有とeラーニングにおける
知識共有を統合し（二重の知識共有），メンバーの自働化と環境の変化へのアジルな対応の両立
をねらいとするものである。
　多くの企業では，従来の供給サイドの発想から，CSやCRMなどの顧客の視点に立った概念
や方法論が重要視されるようになっている。こうした顧客（個客）への対応が重視される中で，
ブロードバンド化の進展やユビキタスコンピューティングにより，SCMも変化しつつある。す
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なわちe－Businessのノウハウを「顧客との関係重視の経営」に活かそうとするe－SCMへの領域
拡大である。
　ここでSCM→e－SCMにおける「IT活用」の主たる目的が時間的・空間的制約の克服による
インタラクティブなコミュニケーションの実現であるのに対して，KCM→e－KCMではそれが人
間の知的・創造的活動や学習の「支援」にある点が大きく異なる。
　本研究では，上記の先行研究に基づき，e－SCMによる顧客との関係性の強化とユーザイノベー
ション・フレームワークをベースとして，e－KCMの視点からサプライチェーンを知識創造と学
習プロセスの視点から考察するものである。とくにe－KCMを企業内外におけるインタラクティ
ブな学習を支援するものとして位置づけ，新たにナレッジコミュニティの重要性について述べる。
2．e－SCMと二重の情報共有
　ITの進歩とともに，　e－SCMが注目されるようになってきている。筆者らは，　e・SCMを従来B
to　B中心であったSCMの領域に，　e－BusinessのBto　Cを取り込むことにより，　B　to　B＆C
へと対象領域を拡張するマネジメント・コンセプトとして位置づけている。
　e－SCMではBtoB＆Cを対象領域とし，二重の情報共有［2］により顧客との関係性を強化
することが大きな特徴である。e－Businessの進展とともにインターネットを中心としたITを活
用し，顧客（個客）とのインタラクティブな関係を形成することが可能となっている。
　e－SCMは，　ITの活用とそれによる顧客（個客）情報の共有化を通して，市場の動向をこれま
で以上にストレートにサプライチェーン全体に反映させていくことをねらいとしている。SCM
においても，ITの活用による，情報の共有化は，不確定性の高い市場変化にサプライチェーン
全体をアジル（機敏；迅速＋柔軟）に対応していくための重要な要素であったが，それは基本的
にBtoBの範囲内で発生する情報の共有化であった。これに対してe－SCMでは，　eビジネスに
おけるインターネットを中心としたITの活用による顧客（個客）とのインタラクティブな関係
の形成を基盤として，サプライチェーンの中に顧客を取り込むところに特徴がある。
　したがって，e－SCMにおいて顧客は外部の存在ではなく，安藤が提示する「潜在的な組織参
加者」［3］としてとらえることができる。それは，企業にとってCSと従業員満足は企業の「外」
（ただし，e・SCMではサプライチェーンの「内」として認識する）と「内」という違いはあるも
のの，両者を実現するためのアプローチは非常に似通っているとするものである。このような安
藤の視点は，潜在的な組織参加者の概念のみならず，CS重視の点で，　e－SCMに通じるものであ
る。
　e－SCMの対象領域であるBto　B＆Cについて，金子らは従来の研究［4］において，　e－SCM
の対象領域に関して表1のように「BtoB＆Co」と「BtoCu」という二つのフレームワーク
を提示している。
　前者は，これまでBto　B＆Cと呼んできたものであり，そこでの「C」がConsumer（消費
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表lBtoB＆coとBtocuフレームワーク
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フレームワーク 対象領域
BtoB＆Co
Business　to
ausiness　to
Business
bustomer
BtoCu Business　to　Customer
者）を意味することを明確にするために「Co」とする。これは，　e－SCMがBtoBとBtoCo
の両方を対象とするという特徴を示している。したがって，同じC（顧客）であっても，BとCo
が含まれることを意味する。
　そして，e－SCMにおけるBtoCの情報をBtoBの中で共有する「二重の情報共有」のコン
セプトは，情報をBtoB＆Cの領域で活かすものであり，「BtoB＆Co」に相当するものであ
る。
3．ユーザー・イノベーションと予期せぬ成功
　椙山［5］は「ユーザー・イノベーション」に焦点を当て，形式的には組織の外部の顧客であ
るはずのユーザーが，実際にはメーカー側の複雑なイノベーションの組織的プロセスに参加し，
組織の決定に大きく関与しているようにみえることを指摘している。さらに，Hippelの調査を
例としてあげ，ガス・クロマトグラフ，核磁気共鳴分光器といった科学機器の場合，イノベーター
の77％がユーザー（リード・ユーザー）であり，より一般的な生産財でもイノベーションの67
％がユーザーによるもので，ユーザー・イノベーションが一般的に考えられているよりもずっと
多いとしている。このことからも，顧客をサプライチェーンの内部に位置づけることが，非現実
的ではないことが理解される。
　組織における技術革新に代表されるきわめて複雑で偶然的な問題解決までのプロセスを表現し
たモデルとして，Cohenら［6］の「ゴミ箱モデル」が提案されている。組織におけるイノベー
ションの多くは偶然的なもので，あらかじめ問題が認識されているとは限らず，流動的な参加者
の学習の過程で問題と解が何らかのタイミングで結びついたときにはじめて認識されるという
loose　couplingの考え方が必要である。この100se　couplingの考え方は，「問題と解の柔らか
い結合」として捉えることが可能であり，この結果「予期せぬ市場での成功」がもたらされるの
である［7］。つまり，予期せぬ市場での成功には，当初考えてもいなかった市場（問題）で考え
てもいなかった商品，サービス（解）が結びついたことをメンバー（参加者）が認識する必要が
あるQ
　BtoBからBtoB＆Coへの情報共有の範囲拡大は，問題と解の双方にとってふさわしい選
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択機会の範囲を広げ，参加者の増大につながることが指摘できる。つまり，IT活用によるイン
タラクティブなコミュニケーションが，ユーザーを参加者として問題，解を選択機会に投げ込み，
couplingの範囲を拡張することを示唆している。このことは，ユーザー・イノベーションの機
会が増加することを意味する。つまり，「問題と解の柔らかい結合」［7］に相当するのである。
4．e－KCMにおける学習プロセス
　最近の多くの経営手法において学習プロセスが重要な位置を占めてきている。KMが注目され
てから，MB賞や日本経営品質賞のアセスメント基準では，企業の経営活動を知識創造，ビジネ
スプロセスを学習プロセスととらえるようになった［8］。KaplanとNortonによって提唱され
たバランススコアカード［9］の重要な4つの視点においても，学習と成長の視点が示されてい
る。またCollinsはビジョナリーカンパニーの条件の1つに，「理念を追求していく過程で，市
場や状況の変化に適応し，Plan－Do－Seeおよび，　Learn－Commit－Do（学習し，決意し，実行す
る）のサイクルにより，学習する組織の醸成が自然になされ，上向きの螺旋状の変化と成長を実
現している。すなわち，理念を追求していく過程の中で，組織としてのビジョン具現化能力が精
錬されていく。」ことをあげている［10］。
　このように企業経営の中でも重視されている学習プロセスであるが，その背景にはKMが対
象領域を拡大し，また質的にも進化していることがある。まずKMの対象領域の拡大であるが，
インターネットのブロードバンド化によって，マルチメディア情報を含む知識の共有が容易にな
り，またWeb技術を活用することにより，分散されている知識もリンクさせて活用できるよう
になったことが大きな影響を与えている。そのため，従来は企業内でクローズされていたKM
が，BtoBさらにはBtoB＆Cへと拡大している。
　次にKMは質的にも大きな変化を遂げている。これまでKMシステムはドキュメント管理シ
ステムをべ一スに構築されることが多かったため，知識共有とスタティックな知識活用レベルに
とどまっていた。しかし，拡張されたKMでは，ネット上で必要な知識を必要とする時にメン
バー同士でやりとりすることが可能となっている。こうしたことから，KMは知識の蓄積と活用
というデータベース型のKMから，知識の取引を中心とするコミュニティ型のKMへと発展し
ているということが指摘できる。
　経営環境が大きく変化し，企業間競争が，企業対企業からサプライチェーン対サプライチェー
ンへとシフトしつつある。コミュニティ型のKMの普及とともに，顧客と企業，企業と企業の
関係は複雑化し，多次元構造化しており，企業は知識を連鎖させ戦略提携を強化する動きがみら
れる。
　林［11］は，KCMにeラーニングを活用することにより，メンバーの学習支援に加えて知識
共有と知識取引のスピードを上げるべきであることを主張している。eラーニングについては一
般的には，インターネットやイントラネットを利用し，Webサーバのコンテンツによって教育
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図1eラーニングの領域
研修を行う形態であるWBT（Web　Based　Training）を中心としたTBT（Technology　Based
Training）など狭義の領域を意味することが多いが，本研究では，　EPSS（Electronic　Perform・
ance　Support　Systems）やCFEL（Customer　Forces　e－Learning），ネットワークを活用した
知識の取引が行われるナレッジコミュニティ，KM構築を支援するKMシステムまでを含む広
義のeラーニングの領域を対象とする（図1）。
　今後，企業のビジネスプロセスは，eラーニングとコラボレーションによって，より知的・創
造的な活動へと進化することが考えられる。eラーニングの領域も企業内から企業間にまで発展
している。eラーニングは顧客と企業の相互学習を促し，コラボレーションにより，製品と市場
の創造を支援する方向に向かっており，バリュー・チェーンを深化させているのである。
　e－KCMは，これまでKMにおいて個別企業ごとに行われてきた「知識共有」を，サプライチェー
ン全体での知識共有へと拡張するというKCMの方法論の中核にeラーニングを位置づけようと
するものである。
　e－SCMがインタラクティブなコミュニケーションを中心とするのに対して，　e－KCMはインタ
ラクティブな学習が中心となる。このようにe・KCMはSCM→e－SCMから発展してきた側面と
KMの拡張概念の側面がある。
　e－KCMの領域を示したものが図2である。
　eラーニングをe－KCMの中核に位置づけるのは，　KMからKCMへの知識共有の拡張の過程
で，ITの活用とメンバーの学習が重要な役割を果たすためである。すなわち，　eラーニングの
方法論をKCMに活かすことにより，　KCMにおける知識共有とeラーニングにおける知識共有
を統合するのである。筆者らは，これを「二重の知識共有」と呼んでいる。e・KCMでは，この
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5．ナレッジコミュニティにおける学習の場
　e－KCMの発展とともに企業内及び対企業，対消費者との学習プロセスは大きく変化している。
KMの拡張という視点から，筆者らはとくにインターネット上で行われている対企業，対消費者
との学習の場に注目した。
　インターネット上で知識を交換し合う世界はナレッジコミュニティと呼ばれている。こうした
ナレッジコミュニティを企業戦略やマーケティング戦略上重視する企業が増えている［12］。こ
の背景にはKMの普及によって，知識を重要な経営資源として認識する企業が増えていること
がある。競争優位を実現するために多くの企業では，知識をべ一スに新しいイノベーションや創
発をおこさせるダイナミックな活用が求められているからである。
　筆者らは，ナレッジコミュニティに存在する学習の場を，企業と消費者の関係から次の4つの
パターンに分類した（図3）。
　B⇔Bの企業間の学習は，ITによる商取引から協働するレベルへの発展として注目されている
コラボレィティブ・コマース（Collaborative　Commerce），　CPFR（Collaborative，　Planning，
Forecasting　and　Replenishment），　CPC（Collaborative　Product　Commerce）など，企業の
戦略提携を支援するモデルの中で行われている。これまで企業間では受発注情報のやりとりが主
であったが，技術やノウハウ情報を交換し合うようになってきている。
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　　B⇔B
企業間の学習の場
　　B→C
消費者が企業から
　学習する場
　　C→B　　　　　　　　　　　　C⇔C企業が消費者から　　　　　　　　　消費者間の学習の場　学習する場
①B⇔B：企業間の学習の場
　　　　　　　　　　　　　の②B→C；消費者が企業から学習する場
③C→B：企業が消費者から学習する場
④C⇔C：消費者間の学習の場
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図3　学習の場の分類
　e－KCMでは相互に学習し合い，知識創造をしながら競争力の基盤を強化することをねらいと
している。ビジネスプロセスの形態でみると，従来型SCMが既存のビジネスプロセスに沿った
水平的な逐次情報フローであったのに対し，e－KCMは知識をベースに企業間のビジネスプロセ
スを組替え，同時並行的な活動を行うという特徴がある。
　B→Cの消費者が企業から学習する場では，eラーニングの手法が最も進んでいる。　e－KCMに
取り込むeラーニングの方法論として，林［ll］はCFELの重要性を指摘している。　CFEL
（Customer　Forces　e－Learning）は，　eラーニングをベースとした教育を通して，潜在的な顧客
を発掘したり，既存顧客の製品や企業へのロイヤリティを向上させるための活動である。CFEL
は，eラーニングをマーケティングの手段として活用する考え方であり，企業のCRM（Cus－
tomer　Relationship　Management）構築戦略をさらに強化していくものである。
　オンラインディスカウントブローカーのチャールズシュワブ，書籍販売のバーンズ＆ノーブ
ルなどのeビジネスのサイトでは，顧客に対して自社の製品やサービスに関する無料の教育を提
供しており，この教育を受けた顧客は自社製品やサービスを購入する確率が高いことが証明され
ている。潜在的顧客が製品やサービスの購入前に疑似体験や試用をすることが可能となるため購
入意思決定の不安を取り除く効果がある。
　C→Bの企業が消費者から学習する場としては従来から花王のエコーシステムなどの事例があ
る。これまでの事例は，顧客の意見やクレームを聞き，製品企画などに反映させるという受動的
なものであった。またネットを活用してワン・ツー・ワンマーケティングを展開し，個別受注生
産を行うインターニットやT．GALAXY．com，といったパターンもあった。
　企業が消費者から学習する場はより高度化しつつある。インターネットの普及によってWeb
サイトを活用し，一般消費者に対して，アイデア募集や製品企画への参加を積極的に呼びかけ促
す事例も数多く出てきているのである。無印良品，中居木工などである。こうした動きはとくに
中小企業で増えてきていることが特徴としてあげられる。一般消費者を潜在的組織参加者として
位置づける企業が増えているのである。
　C⇔Cの消費者同士が学習する場については，従来はあまり焦点が当てられていなかった領域
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である。顧客企業すなわちCuの領域にかけては，リアルにおいてもユーザー会など顧客企業の
組織化やコラボレーションを支援する場があった。さらにサイバースペースで顧客企業の組織化
を支援する丹青社［13］などの事例があった。
　それに対して消費者同士のCo間の領域は企業の組織や情報システムからは遠い世界であり，
組織化，ネットワーク化が困難な領域であると認識されていた。しかし，e・KCMでは，こうし
た消費者間のナレッジコミュニティまで取り込み始めている。
　食の総合サイトであるフーズフーからのアイデアを買い取って製品化した東洋水産［14］，ジー
ンズマニアのサイトと連携して製品化したアークアパレルなどがある。これらの事例は消費者間
のナレッジコミュニティに企業の側から参加，あるいは自社のサプライチェーンに連結させたも
のである。
　C→Bの学習の場を持つ企業がさらにC⇔Cのナレッジコミュニティを組み込んで発展させて
いる事例もある。前述の無印良品のMUJI．netである。同社のサイトでは，「MUJI．netは，ネッ
トコミュニティを通して生活空間を提案し，新しいモノやコトの開発・販売を行っています。皆
さまとパートナー企業とともに，信じられる・実感できるネットコミュニティを目指します。」
と宣言している。MUJI．netではインターネットを通してサプライチェーンの中に一般消費者ま
で組み込まれており，ナレッジコミュニティが重要な位置を占めているのである。
6．業務プロセスの柔らかい結合とe－KCM
　長引く不況の中で，多くの企業においてイノベーションの実現が求められている。イノベーショ
ンの多くは偶然的なもので，流動的な参加者の学習の過程で問題と解が何らかのタイミングで結
びついたときにはじめて認識されるといわれる。
　予期せぬ市場での成功をもたらすためには，当初考えてもいなかった市場で考えてもいなかっ
た商品，サービスが結びついたことをメンバー（参加者）が認識する必要がある。さらに，この
ことを認識したときに，当初の問題に固執せず，新たな問題に柔軟に対応すること，つまり「業
務プロセスの柔らかい結合」が重要である。このことはDrucker［15］が指摘する「予期せぬこ
とを当然とする」ことに相当する。そして，この予期せぬことを当然とするためにも，問題と解
の柔らかい結合により，予期せぬ市場を侮辱でなく機会として認識し，さらには業務プロセスの
柔らかい結合により予期せぬ市場を獲得することができるよう自らを組織しておかなければなら
ない。
　したがってイノベーションには，組織における「問題と解の柔らかい結合」と「業務プロセス
の柔らかい結合」という「柔らかい結合の二面性」が必要であり，これが柔らかい組織（loosely
coupled　systems）に相当するのである。
　この「業務プロセスの柔らかい結合」には，従来のSCMではなく，内外のナレッジコミュニ
ティに連結し，必要な知的経営資源を取り込みながらコラボレーションするという学習のプロセ
　（529）　　　　　　　　　e－KCMとナレッジコミュニティに関する研究
スを多次元的に連鎖させたe－KCMのコンセプトが求められてくるものと考えられる。
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　（本研究は，学術フロンティア推進事業「先端的グローバル・ビジネスとITマネジメントーGlobal　e－SCM
に関する研究」の研究活動の一環として行われたものである）
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